
 

 
図－4 固定翼 UAV 撮影画像から作成したデジタル林冠高モデル（DCHM）：Disco（左）と UX5（右） 

 
 

 
図－5 DCHM と地上調査による立木位置座標 

および樹高の誤差（平均 ± SD） 
 
図－6 Disco オルソ画像と施業区域図との重ね合わせ 

注）針：針葉樹択伐林，広：広葉樹択伐林，広若：広葉樹

若齢林，疎：疎生林，樹種名は人工林。林種名下の数字は

面積（ha），人工林樹種名の上にある数字は植栽年を表す。 

 

 

 

 
図－7 林冠ギャップと立枯れ木（赤枠で表示）の抽出例 

注）図－3，4（Disco）の北側を拡大表示した。 
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はじめに 

 北海道ではトドマツ人工林が主伐期を迎えている。主伐
後の低コスト天然更新補助作業として地がき施業が注目

されている。地がき（道有林では「かき起こし」）は大型機

械を使用して密生するササを根系から除去して鉱質土層

を露出させ，天然更新を図る更新補助作業の一種である。 
現存量にして道内で最大 140 Mg ha-1に達するササ類(6)

が優占する無立木地を森林化する試みは道内では古くか

ら実施されている。1950年代まではチシマザサをパルプ原
料や農耕用に伐採利用した跡地にカンバ類（主としてダケ

カンバ）の天然下種更新を期待して火入れを行う程度のも

のであった(15)。国有林では函館営林局管内で 1958年より
天然下種更新第１類（天然更新に際して人工を加えるもの）

として指定し，事業的に意図されたカンバ類天然下種更新

が始まった。これは管内渡島半島北部（黒松内低地帯以北）

の高標高脊梁地帯を対象に，高寒地トドマツ・エゾマツ造

林地における植栽苗木の保護樹とするため，目的樹種に先

立ち先駆樹種であり利用価値も高いダケカンバの導入を

はかる名目で行われた(15)。その後旭川営林局上川営林署内

における実施試験も行われた(15)。ササ全刈の後に火入れを

行う，火入れ地拵えによる天然更新補助作業の詳細は既往

報告(4,6 ,9, 15, 26)に詳しい。また薬剤散布によるササ枯殺の試

みも広く実施された。火入れ地拵えでは地表被覆物がよく

焼却・除去された BD型土壌の立地で良好な更新・成長が

報告されているが(13)，焼却が不十分な場合も多く，また林

床処理後の地表が燃え残りや炭に覆われていた場合には

更新に失敗した(15)。 
地がきは火入れ地拵えによる不十分な林床処理を補完

する地表処理として 1960 年代に導入された。人力で地が
きをしていた時代は実施面積もわずかであったが，地がき

処理に大型機械が使われるようになり，また社会状況的に

火入れ・薬剤散布による地拵えの実施が難しくなったこと

を背景に，林床処理と地表処理を同時に行う手法として機

械地がき面積が一挙に拡大した。道有林では 1963 年（昭
和 38年）に先ず大型機械による地下部処理（ブル地拵え）
が導入された (10, 11)。その 4年後の 1967年には雄武経営区
奥幌内地区で，人工造林が難しい寒冷多雪地帯における植

栽を伴わない新たな更新方法である「かき起し作業」試験

地が設定され，1973年頃より本格的な地がきの事業化が図
られた(14)。このように地がき処理は 1970年代には道内で
広く実施された。 
地がき処理に用いられる建機およびアタッチメントは

年代ごとに変遷している。初期には排土板を装着した 10t
クラスのブルドーザが用いられた。1973年頃を境にブルド
ーザにレーキアタッチメントを装着したレーキドーザに

切り替わった(1)。現在では，10tクラスの油圧ショベルとグ
ラップルバケットやグラップルでつかんだレーキブレー

ド等が用いられている(7, 8)。いずれの機械においても，3～
10m程度の地がき幅・残し幅で 30～50％の面積を筋状に地
がきする仕様，ないしは孔状ササ地を全面地がきする仕様

が多く実施された。その他，地がきに用いられた大型機械

の機種や地がき幅などの仕様は国有林(26)および道有林(1)

について詳細に報告されている。 
ササ地の森林化という目的において地がき施業は一定

の成果を挙げており，道有林におけるレーキドーザ地がき

によるカンバ林の造成は高い成功率を収めている(1, 14, 29)

（ただし 20年生までの知見）。1990年代後半以降の研究は
多様な樹種構成の森林を目標とし，種子散布や埋土種子と

地がき更新後の種組成の関係について，処理後 5年以下(19, 

20, 21, 30)，5-10年後(2, 5, 18, 19)，10-20年後(2, 19, 29)，20年以上(28, 

29)と数多く調べられてきた。 
現在ではカンバ材需要の高まりを背景に(23)，カンバ林の

効率的な更新・育林技術の確立が求められている。地がき

によるカンバ林の造成手法は養分豊富な表層土壌を除去

することから，特に造林二代目以降の地力低下が懸念され

る。土壌に対する地がきの影響がどの程度の期間残存する

のかを明らかにする必要がある。近年の地がき施業で主に

使われるグラップルとレーキの組み合わせやバケットに

よる地がき作業直後の表層土壌の変化は既往の報告があ

る(7,8)。本発表では 1970～1990年代にブルドーザやレーキ
ドーザを用いて処理された比較的攪乱程度の大きい地が

きカンバ更新地を対象に，表層土壌の攪乱と回復の程度を，

表層土壌容積重を指標として調査したので報告する。 
 

調査地と方法 

北海道内の国有林，旧旭川・札幌局における 1971～1996
年に地がき更新処理を行ったカンバ林 20 林分を調査地と
した（表１）。このうち実施年代が最も古い上川北部森林管

理署 2198林班ろ小班（以下「朝日」と称する）は 1971年
8月に大型ブルドーザ D60型（12.5t）の排土板による地が
き処理が行われたことが記録により確認された(2)。また

1973 年処理の定山渓事業区 2180 林班ろ小班と 1996 年処
理の増毛事業区新信砂川源流域 33 林班へ小班ではレーキ
ドーザによる処理と確定した。その他の 17調査林分では，
主たる使用機が 1973年（昭和 48年）頃からレーキドーザ
に切り替わったとの知見により(1)，レーキドーザを使用し

た可能性が高い。 
調査は 2015年 6月から 2017年 6月までの期間に行い，

調査時における調査地林分の地がき処理からの経過年数

は 21～44年であった。地がきカンバ更新地における幅 3～
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5ｍの処理区（掻き帯）および対照区（残し帯）において， 
100cc 採土円筒を使用し，表層土壌（鉱質土層の深さ 0～
5cm）を採取した。試料は処理区，対照区各２本のそれぞ
れ２箇所または３箇所から採取した。採取サンプル数は各

林分 8または 12である（ただし 2林分で例外的に 2また
は 4，表１）。採取した土壌は風乾後に細土，根，礫に分け，
容積重（採土円筒の容積から根と礫の体積を除いた細土容

積あたりの細土の乾重）を算出した。 
容積重の回復に対する地がき処理からの経過時間の影

響を検証するため，一般化混合線形モデル（GLMM）を用
いて解析した。容積重の説明要因として，地がき処理（以

下，処理），処理からの経過年数（以下，時間），処理と時

間の交互作用の影響をモデルに組み込んだ。また林分の違

いはランダム効果とした。排土板を装着したブルドーザ地

がきが行われたことが判明した朝日はモデルではデータ

から除いて解析した。 
 

結果と考察 

１）地がきが容積重に及ぼす影響 
地がきカンバ更新地における表層 0～5 cm土壌容積重の

頻度分布を図１に示す。調査地内での繰り返しを考慮せず

に求めた全採取試料の容積重の平均値（±標準偏差）は処
理区で 0.60±0.22 g cm-3 (n=91)，対照区で 0.45±0.17 g cm-3 
(n=91)だった。林野庁森林吸収源インベントリ情報整備事
業第一期調査で得られた全国の森林土壌容積重の平均値

（± 標準偏差）は 0.48±0.19 g cm-3 (0～5 cm)，0.62±0.22 g 
cm-3 (5～15 cm)，0.68±0.26 g cm-3 (15～30 cm)である(16)。対

照区の容積重が全国の 0～5 cmの容積重と大差ない一方で，
処理区の容積重は全国の 5～15 cm の値に近いものであっ
た。なお， 0～30 cmの容積重としては全国平均値 0.562 g 
cm-3，北海道平均値 0.565 g cm-3という値が報告されてお

り，全国と北海道で容積重には際立った違いはない(17)。処

理区の容積重が大きく，また容積重が 5～15 cm の値に近
いことは，地がき処理による表土剥離の影響と考えられる。

地がき処理で除去された土壌の深さについては幾つかの

記載がある。本研究の調査地の大部分を占めると考えられ

るレーキ地がきでは，1959年（昭和 34年）に今金事業区
で先進的に施行されたコマツ D50 ブルドーザに抜根用レ
ーキを装着した事例で平均 12cmの地がき深度(27)，1997年
に北海道大学雨龍研究林で行われたレーキドーザによる

研究事例でおよそ 10cmの地がき深度(5)が報告されている。

また，排土板装着ブルドーザを用いた地がきの事例として

清水営林署における 10～19cm の値が紹介されている(26)。

本研究の処理区試料で散見された 1.0 g cm-3を超える容積

重の値は全国の 15～30 cmの容積重平均値を上回るもので
あり，実際の施業においては地がき深度が深めとなってい

た場合もあると推察された。 
カンバ類の成長に土壌容積重を始めとする土壌物理性

の重要性が示されている。ウダイカンバの地位指数を従属

変数として立地要因・土壌要因の影響を数量化 I類で解析
した例では，成長適地の条件として，湿潤な水分条件（BE

型・BD型土壌）とともに，透水性・通気性に優れた A層が
厚さ 15cm以上あることが挙げられている(25)。主要造林樹

種（スギ，ヒノキ）を対象とした同様の手法による解析で

も表層土壌の堅密度や根圏土層の厚さが地位指数と連関

することが認められている(3,12)。他方で透水性・通気性に

劣る土層の厚さは小さい方が成長に好適で(25)，非火山灰を

母材とする地域ではウダイカンバの地位指数に土壌容積

重が関与するとされる(23)。ウダイカンバの地位指数が下位

の地点の B1層容積重として 1.08 g cm-3が提示されており
(23)，本研究の処理区試料で散見された表層土壌容積重が

1.0 g cm-3を超える値を示す処理区ではカンバ類の良好な

成長は見込めないものと推察される。 
２）経過年数と容積重の関係 
地がき施業からの経過年数と容積重の関係を図 2に示し
た。処理区，対照区とも経過年数が増加すると容積重が減

少する傾向が認められ，処理区では減少傾向がより顕著で

あった。時間の増大とともに処理区と対照区の容積重の差

は減少し，排土板装着ブルドーザ処理を行った朝日を除け

ば，おおむね施業後 40 年前後で容積重の処理区・対照区
間の差が不明瞭となった。朝日では，経過年数に比して処

理区の表層土壌容積重が大きかった。排土板装着ブルドー

ザ処理はレーキドーザ処理より容積重を増大させること

が示唆された。 
一般化混合線形モデル（GLMM）の結果を表 2に示した。
処理，時間，処理と時間の交互作用はいずれも容積重に対

して有意であった。処理の有意性により過去の地がき処理

による表層土壌の剥離影響が処理後 21～42 年に渡って残
存することが示された。また，時間の有意性により容積重

は時間の経過に伴って減少することが示された。 
モデルによる時間に対する容積重予測値と信頼区間を

図３に示す。処理区容積重の減少速度は対照区より大きく，

処理区と対照区の差は時間とともに減少する（処理と時間

の交互作用，表 2）。処理区の予測値が対照区予測値の信頼
区間内に含まれる処理後 37 年以降が容積重回復のひとつ
の時間的目安になると考えられる。 
レーキドーザによる表層土壌の物理性の劣化が概ね 40

年で回復することを踏まえると，土壌物理性の観点から 40
年未満の伐期は避けるべきであろう。しかし，地がき処理

は土壌物理性の悪化に加えて，栄養分豊富な土壌表層を持

ち出すことによる地力低下も懸念される。地がき地の土壌

窒素動態を調べた例(22)では植生吸収量の減少と，土壌炭素

の減少を起因とする微生物による硝酸態窒素の正味有機

化の減少のために，短期的には地がき地で正味硝化速度が

増加するとされるが，地がきによる地力低下により林木の

長期的な成長を劣化させる可能性は否定できない。道内の

地がき（かき起こし）跡地に成立した 20 年生内外のカン
バ林の成長を森林伐採跡地や山火事跡地に成立した地が

きに依らないカンバ林と比較した事例(29)では，地がき林分

の樹高成長は非地がき林分より大きいと結論付けている。

この原因については現段階では不明で今後の研究の進展

が望まれる。 
カンバ材生産林業を成立させるためには，カンバ類の更

新と成長を両立する適切な施業体系の確立が必要である。

本稿では地がきによる土壌物理性への影響について，表層

土壌容積重を指標として，影響の程度とその時間的回復に

ついて報告した。今後は養分状態の回復過程にも着目し， 
持続可能な施業体系を確立する必要がある。 
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5ｍの処理区（掻き帯）および対照区（残し帯）において， 
100cc 採土円筒を使用し，表層土壌（鉱質土層の深さ 0～
5cm）を採取した。試料は処理区，対照区各２本のそれぞ
れ２箇所または３箇所から採取した。採取サンプル数は各

林分 8または 12である（ただし 2林分で例外的に 2また
は 4，表１）。採取した土壌は風乾後に細土，根，礫に分け，
容積重（採土円筒の容積から根と礫の体積を除いた細土容

積あたりの細土の乾重）を算出した。 
容積重の回復に対する地がき処理からの経過時間の影

響を検証するため，一般化混合線形モデル（GLMM）を用
いて解析した。容積重の説明要因として，地がき処理（以

下，処理），処理からの経過年数（以下，時間），処理と時

間の交互作用の影響をモデルに組み込んだ。また林分の違

いはランダム効果とした。排土板を装着したブルドーザ地

がきが行われたことが判明した朝日はモデルではデータ

から除いて解析した。 
 

結果と考察 

１）地がきが容積重に及ぼす影響 
地がきカンバ更新地における表層 0～5 cm土壌容積重の

頻度分布を図１に示す。調査地内での繰り返しを考慮せず

に求めた全採取試料の容積重の平均値（±標準偏差）は処
理区で 0.60±0.22 g cm-3 (n=91)，対照区で 0.45±0.17 g cm-3 
(n=91)だった。林野庁森林吸収源インベントリ情報整備事
業第一期調査で得られた全国の森林土壌容積重の平均値

（± 標準偏差）は 0.48±0.19 g cm-3 (0～5 cm)，0.62±0.22 g 
cm-3 (5～15 cm)，0.68±0.26 g cm-3 (15～30 cm)である(16)。対

照区の容積重が全国の 0～5 cmの容積重と大差ない一方で，
処理区の容積重は全国の 5～15 cm の値に近いものであっ
た。なお， 0～30 cmの容積重としては全国平均値 0.562 g 
cm-3，北海道平均値 0.565 g cm-3という値が報告されてお

り，全国と北海道で容積重には際立った違いはない(17)。処

理区の容積重が大きく，また容積重が 5～15 cm の値に近
いことは，地がき処理による表土剥離の影響と考えられる。

地がき処理で除去された土壌の深さについては幾つかの

記載がある。本研究の調査地の大部分を占めると考えられ

るレーキ地がきでは，1959年（昭和 34年）に今金事業区
で先進的に施行されたコマツ D50 ブルドーザに抜根用レ
ーキを装着した事例で平均 12cmの地がき深度(27)，1997年
に北海道大学雨龍研究林で行われたレーキドーザによる

研究事例でおよそ 10cmの地がき深度(5)が報告されている。

また，排土板装着ブルドーザを用いた地がきの事例として

清水営林署における 10～19cm の値が紹介されている(26)。

本研究の処理区試料で散見された 1.0 g cm-3を超える容積

重の値は全国の 15～30 cmの容積重平均値を上回るもので
あり，実際の施業においては地がき深度が深めとなってい

た場合もあると推察された。 
カンバ類の成長に土壌容積重を始めとする土壌物理性

の重要性が示されている。ウダイカンバの地位指数を従属

変数として立地要因・土壌要因の影響を数量化 I類で解析
した例では，成長適地の条件として，湿潤な水分条件（BE

型・BD型土壌）とともに，透水性・通気性に優れた A層が
厚さ 15cm以上あることが挙げられている(25)。主要造林樹

種（スギ，ヒノキ）を対象とした同様の手法による解析で

も表層土壌の堅密度や根圏土層の厚さが地位指数と連関

することが認められている(3,12)。他方で透水性・通気性に

劣る土層の厚さは小さい方が成長に好適で(25)，非火山灰を

母材とする地域ではウダイカンバの地位指数に土壌容積

重が関与するとされる(23)。ウダイカンバの地位指数が下位

の地点の B1層容積重として 1.08 g cm-3が提示されており
(23)，本研究の処理区試料で散見された表層土壌容積重が

1.0 g cm-3を超える値を示す処理区ではカンバ類の良好な

成長は見込めないものと推察される。 
２）経過年数と容積重の関係 
地がき施業からの経過年数と容積重の関係を図 2に示し
た。処理区，対照区とも経過年数が増加すると容積重が減

少する傾向が認められ，処理区では減少傾向がより顕著で

あった。時間の増大とともに処理区と対照区の容積重の差

は減少し，排土板装着ブルドーザ処理を行った朝日を除け

ば，おおむね施業後 40 年前後で容積重の処理区・対照区
間の差が不明瞭となった。朝日では，経過年数に比して処

理区の表層土壌容積重が大きかった。排土板装着ブルドー

ザ処理はレーキドーザ処理より容積重を増大させること

が示唆された。 
一般化混合線形モデル（GLMM）の結果を表 2に示した。
処理，時間，処理と時間の交互作用はいずれも容積重に対

して有意であった。処理の有意性により過去の地がき処理

による表層土壌の剥離影響が処理後 21～42 年に渡って残
存することが示された。また，時間の有意性により容積重

は時間の経過に伴って減少することが示された。 
モデルによる時間に対する容積重予測値と信頼区間を

図３に示す。処理区容積重の減少速度は対照区より大きく，

処理区と対照区の差は時間とともに減少する（処理と時間

の交互作用，表 2）。処理区の予測値が対照区予測値の信頼
区間内に含まれる処理後 37 年以降が容積重回復のひとつ
の時間的目安になると考えられる。 
レーキドーザによる表層土壌の物理性の劣化が概ね 40
年で回復することを踏まえると，土壌物理性の観点から 40
年未満の伐期は避けるべきであろう。しかし，地がき処理

は土壌物理性の悪化に加えて，栄養分豊富な土壌表層を持

ち出すことによる地力低下も懸念される。地がき地の土壌

窒素動態を調べた例(22)では植生吸収量の減少と，土壌炭素

の減少を起因とする微生物による硝酸態窒素の正味有機

化の減少のために，短期的には地がき地で正味硝化速度が

増加するとされるが，地がきによる地力低下により林木の

長期的な成長を劣化させる可能性は否定できない。道内の

地がき（かき起こし）跡地に成立した 20 年生内外のカン
バ林の成長を森林伐採跡地や山火事跡地に成立した地が

きに依らないカンバ林と比較した事例(29)では，地がき林分

の樹高成長は非地がき林分より大きいと結論付けている。

この原因については現段階では不明で今後の研究の進展

が望まれる。 
カンバ材生産林業を成立させるためには，カンバ類の更

新と成長を両立する適切な施業体系の確立が必要である。

本稿では地がきによる土壌物理性への影響について，表層

土壌容積重を指標として，影響の程度とその時間的回復に

ついて報告した。今後は養分状態の回復過程にも着目し， 
持続可能な施業体系を確立する必要がある。 
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